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用 語 の 定 義

この計画で使用する用語の定義については、次のとおりです。

【法令名、計画等名】

用 語 定 義

事態対処法 武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の

確保に関する法律（平成１５年法律第７９号）をいう。

事態対処法施行令 武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の

確保に関する法律施行令（平成１５年政令２５２号）をいう。

国民保護法 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１

６年法律第１１２号）をいう。

国民保護法施行令 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平

成１６年政令第２７５号）をいう。

基本指針 国民保護法第３２条に基づき、政府が、武力攻撃事態等に備えて、国民

の保護のための措置の実施に関して、あらかじめ定める基本指針をいう。

県国民保護計画 国民保護法第３４条に基づき、秋田県知事が作成する「秋田県国民保護

計画」をいう。

市国民保護計画 国民保護法第３５条に基づき、市長が作成する市の国民の保護に関する

計画をいう。

国民保護業務計画 国民保護法第３６条に基づき、指定公共機関及び指定地方公共機関が作

成する国民の保護に関する業務計画をいう。

【組織、機関関連用語】

用 語 定 義

県 秋田県（知事及びその他の執行機関）をいう。

国対策本部 武力攻撃事態等への対処措置の実施を推進するため、事態対処法第１０

条に基づき、内閣総理大臣が臨時に内閣に設置する武力攻撃事態等対策本

部をいう。

国緊急対処事態対策本 緊急対処事態への対処措置の実施を推進するため、事態対処法第２６条

部 に基づき、内閣総理大臣が臨時に設置する緊急対処事態対策本部をいう。

県対策本部 本県の区域に係る国民保護措置の実施を総合的に推進するため、国民保

護法第２７条に基づき、知事が設置する秋田県国民保護対策本部をいう。

県緊急対処事態対策本 本県の区域に係る緊急対処保護措置の実施を総合的に推進するため、国

部 民保護法第１８３条において準用する同法第２７条に基づき、知事が設置

する秋田県緊急対処事態対策本部をいう。

市対策本部 本市の区域に係る国民保護措置の実施を総合的に推進するため、国民保

護法第２７条に基づき、市長が設置する市国民保護対策本部をいう。

市緊急対処事態対策本 本市の区域に係る緊急対処保護措置の実施を総合的に推進するため、国
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部 民保護法第１８３条において準用する同法第２７条に基づき、市長が設置

する市緊急対処事態対策本部をいう。

指定行政機関 事態対処法第２条に基づき、事態対処法施行令で定めるものをいう。

内閣府、国家公安委員会、警察庁、金融庁、総務省、消防庁、法務省、

公安調査庁、外務省、財務省、国税庁、文部科学省、文化庁、厚生労働省、

農林水産省、林野庁、水産庁、経済産業省、資源エネルギー庁、中小企業

庁、原子力安全・保安院、国土交通省、国土地理院、気象庁、海上保安庁、

環境省、防衛省、防衛施設庁が指定されている。

指定地方行政機関 指定行政機関の地方支分部局その他の国の地方行政機関で、事態対処法

第２条に基づき、事態対処法施行令で定めるものをいう。

指定公共機関 独立行政法人、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会その他の公共的

機関及び電気、ガス、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人で、事態

対処法第２条に基づき、事態対処法施行令で定めるものをいう。

指定地方公共機関 国民保護法第２条に基づき、県の区域において電気、ガス、輸送、通信、

医療その他の公益的事業を営む法人、地方道路公社その他の公共的施設を

管理する法人及び地方独立行政法人で、あらかじめ当該法人の意見を聴い

て知事が指定するものをいう。

消防機関 消防組織法第９条の規定により、市が消防事務を処理するための機関と

して設置している消防本部、消防署、消防団の全部又は一部をいう。

消防組合 国民保護法第６２条の規定により、消防に関する事務の全部又は一部を

処理する地方公共団体の組合をいう。

広域緊急救助隊 大規模災害に対応し、情報収集、救出・避難誘導、緊急交通路の確保な

どの活動を迅速に行うため、全国すべての都道府県警察に設置されている

特殊部隊をいう。

緊急消防援助隊 消防組織法第２４条の４第１項に規定する緊急消防援助隊をいう。国内

における大規模災害又は特殊災害（被災地の属する都道府県内の消防力を

もっては対処できないもの）の発生に際し、被災地の消防の応援のため、

消防庁長官の要請によって出動し、人名救助活動等を行うため都道府県ご

とに編成された消防の舞台で、救助、救急、消化、航空部隊等がある。

自主防災組織 災害対策基本法第５条第２項の規定による「住民の隣保協同の精神に基

づく自発的な防災組織」をいう。

生活関連等施設 国民保護法第１０２条の規定により、国民生活に関連を有する施設でそ

の安全を確保しなければ国民生活に著しい支障を及ぼすおそれがあると認

められるもの又はその安全を確保しなければ周辺の地域に著しい被害を生

じさせるおそれがあると認められる施設をいう。発電所、浄水施設、危険

物の貯蔵施設などが該当する。
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【その他の用語】

用 語 定 義

国民保護措置 国民保護法第２条の規定により、対処基本方針が定められてから廃止さ

れるまでの間に、指定行政機関、地方公共団体又は指定公共機関若しくは

指定公共機関が法律の規定に基づいて実施する次に掲げる措置その他の武

力攻撃から国民の生命、身体及び財産を保護するため、又は武力攻撃が国

民生活及び国民経済に影響を及ぼす場合において当該影響が最小となるよ

うにするための措置（ヘに掲げる措置にあっては、対処基本方針が廃止さ

れた後これらの者が国民保護法の規定に基づいて実施するものを含む。）を

いう。

イ 警報の発令、避難の指示、被災者の救助、消防等に関する措置

ロ 施設及び設備の応急の復旧に関する措置

ハ 保健衛生の確保及び社会秩序の維持に関する措置

ニ 輸送及び通信に関する措置

ホ 国民の生活の安定に関する措置

ヘ 被害の復旧に関する措置

緊急対処保護措置 国民保護法第１７２条の規定により、緊急対処事態対処方針が定められ

てから廃止されるまでの間に、指定行政機関、地方公共団体又は指定公共

機関若しくは指定地方公共機関が国民保護法の規定に基づいて実施する、

緊急対処事態における攻撃から国民の生命、身体及び財産を保護するため、

又は緊急対処事態における攻撃が国民生活及び国民経済に影響を及ぼす場

合において当該影響が最小となるようにするために緊急対処事態の推移に

応じて実施する警報の発令、避難の指示、被災者の救助、施設及び設備の

応急の復旧その他の措置（緊急対処事態対処方針が廃止された後これらの

者が法律の規定に基づいて実施する被害の復旧に関する措置を含む。）その

他これらの者が当該措置に関し国民の保護のための措置に準じて法律の規

定に基づいて実施する措置をいう。

武力攻撃事態 事態対処法第２条の規定により、武力攻撃が発生した事態又は武力攻撃

が発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った事態をいう。

武力攻撃予測事態 事態対処法第２条の規定により、武力攻撃事態には至っていないが、事

態が緊迫し、武力攻撃が予測されるに至った事態をいう。

武力攻撃事態等 事態対処法第１条の規定により、武力攻撃事態及び武力攻撃予測事態を

いう。

緊急対処事態 事態対処法第２５条の規定により、武力攻撃の手段に準ずる手段を用い

て多数の人を殺傷する行為が発生した事態又は当該行為が発生する明白な

危険が切迫していると認められるに至った事態で、国家として緊急に対処

することが必要なものをいう。

ＮＢＣ攻撃 核兵器（Nuclear weapons）、生物兵器（Biological weapons）又は化学

兵器（chemical weapons）による攻撃をいう。
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武力攻撃災害 国民保護法第２条の規定により、武力攻撃による直接又は間接に生ずる

人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性物質の放出その他の人的又は物的

災害をいう

緊急対処事態における 国民保護法第１８３条において準用する同法第２条の規定により、武力

災害 攻撃に準ずる攻撃による直接又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、

爆発、放射性物質の放出その他の人的又は物的災害をいう。

対処基本方針 武力攻撃事態等に至ったときに、事態対処法第９条に基づき、政府が定

める武力攻撃事態等への対処に関する基本的な方針をいう。

緊急対処事態対処方針 緊急対処事態に至ったときに、事態対処法第２５条に基づき、政府が定

める緊急対処事態への対処に関する基本的な方針をいう。

利用指針 武力攻撃事態等における特定公共施設等の利用に関する法律（平成１６

年法律第１１４号）第６条、第１０条、第１２条、第１３条、第１５条若

しくは第１７条又は第２１条の規定に基づき、国対策本部長又は政府が定

めることができる港湾施設、飛行場施設、道路、海域、空域又は電波の利

用に関する方針をいう。

避難住民等 国民保護法第７５条の規定により、避難住民及び武力攻撃災害による被

災者をいう。

災害時要援護者 必要な情報を迅速かつ的確に把握し、災害から自らを守るために安全な

場所に避難するなど、災害時において適切な防災行動をとることが特に困

難な人々をいう。具体的には、ひとりぐらしや寝たきり等の高齢者、障害

者、傷病者、妊産婦、乳幼児、外国人等が考えられる。

要避難地域 国民保護法第５２条の規定により、住民の避難が必要な地域をいう。

避難先地域 国民保護法第５２条の規定により、住民の避難先となる地域をいう。（住

民の避難の経路となる地域を含む。）

特定物資 国民保護法第８１条の規定により、救援の実施に必要な物資であって生

産、集荷、販売、配給、保管又は輸送を業とする者が、取り扱うものをい

う。


